１．終身雇用制度の意義
「終身雇用」「年功序列」「企業別組合」等々の属性によって特色づけられる日本型組織は，戦後日本の高度経済成長を推し進めてきた原動力である。

第一次，第二次のオイルショックを乗り越え，半導体・エレクトロニクス産業の育成に際しても，世界市場における優位的な位置をもたらしてくれる有効なシステムであった。
しかし，日本の産業的成功はそれに続くバブル経済の高揚と破綻とによって，その様相を一変させた。

バブル崩壊後に現れた一連の不祥事，すなわち「不良債権問題」「株式の損失補填問題」「官庁と企業の癒着問題」などが白日の下にさらされることになった。
そして，これらの原因が「日本型組織にある」と見なされた。そこから「日本式経営システムの解体」と，日本型人事の否定にともなう「リストラという名の人員整理」が大手を振ってまかり通ることとなったのである。
しかしながら，日本型組織ないし日本式経営システムが，戦後日本社会の発展の中で果たしてきた役割，いくつかの困難な状況に直面しつつもみごとに克服してきた実績を考慮しなければならない。
　さらに言えば，それが明治維新における変革の過程をとおして，日本社会を東アジア世界の中でいち早く近代化せしめていく推進力としての役割を果たしていた事実を直視しなければならないであろう。
長い時代にわたる数々の実績を無視して，弊害面だけをあげつらう。しかも，これをもってその全面否定ないし解体を薦めていくがごときは，とても至当の議論とは言い得ない，と考える。
日本式経営システムの根幹をなす終身雇用制については，従業員がいったん就職したならば，「定年まで一つ組織に安閑として暮らす」という怠惰な側面ばかりが，あげつらわれてきた。
だが，これは明らかにバランスを欠いた議論である。終身雇用制には何よりも「雇用の安定」という今日の日本社会において最も希求されている特性が備わっている点が忘れ去られてはならない。

２．終身雇用制度
終身雇用制度は、次の二点が考慮されなければならない。
　その一つは，終身雇用制こそは今やいずこにおいても失われてしまった「企業に対する忠誠心」を回復する，という観点からも見直されなければならないということである。企業の経営状態が悪くなれば，たちどころにリストラという名の容赦ない人員削減が横行している。

だが，このような状況下では人々は，いつ我が身に解雇の通告が突きつけられるかもしれないという，疑念にとらわれながら日々を過ごさなくてはならない。
そのようなところに企業に対する忠誠心が育まれるべくもなく，人々の間の信頼関係も空疎なものになっていかざるを得ない。いまだにまったく展望を見いだせない日本経済の混迷と勢いの減衰。その最も大きな要因が，ここにあることは明白ではないか。
もう一つ重要な問題がある。終身雇用制こそが「諫言」とか「異議申し立て」という組織の腐敗防止，活性化にとって不可欠な行動を実現する。この観点からも，その維持がいかに大事か，ということである。
一般には見落とされがちであるが，実は終身雇用制には，「成員の身分保障」という重要な機能が備わっているのである。この制度は従業員に特段の落ち度や不正が無い限り，企業の側の一方的な都合によって解雇することはできないとする雇用条件を備えている。
今日のように終身雇用制が解消され，リストラの寒風が吹きすさんでいる環境のしたでは，へたな物言いは解雇の危険につながりかねないことから，皆が口をつぐんで「余計なことは言うまい」と殻に閉じこもってしまう。かくして組織の活力はいよいよ減衰し，日本経済全体を覆う沈滞ムードは深刻の度合いを増すこととなるのである。
